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論 文 内 容 要 旨

戦後における施設野菜作の展開と

地力再生産の変容に関する研究

1研 究の背景 と課題

施設野菜作は、 「選択的規模拡大部門」として導入 され、二度の石油危機にもかかわ

らず着実に伸びている。 しか し、地力の低下と連作障害、施設野菜の過剰基調 と価格の

停滞、石油関連資材の多量消費とその価格変動に伴う経営的不安定性の増大、など直面

す る問題 も多い。 これ らの問題を解決し、この部門を一つの農法 として確立していくた

めには、これまでの施設園芸技術の展開のメカニズム ・論理を解明し、その経営的意義

を明 らかにする必要がある。 しか し、これまでの技術史は個別技術の変遷を述べるにと

どまっていた。

よって、本論文では、①栽培の前進化 ・長期化、②省力技術の展開、を中軸に戦後の

技術展開を整理 し、そのなかで施設栽培独自の集約的管理技術の出現するメカニズムを

解明する。さらに、施設野菜作の導入 ・規模拡大に伴 う経営的枠組みの変化をも明 らか

にするとともに、そのなかで農業生産の基底である土地の生産的機能がどのように変容

し、かっ制御されるようになったか、を検討す る。 これは土耕栽培 と養液栽培の統一的

理解、今後の施設野菜作の方向付けのために不可欠の視座を提供するものである。

II栽 培技術の展開 と施設 化

昭和28年 、農業用 ビニールが実用化す ると、従来の フ レームが ビニ ール被覆 に転換 し、

さらによ り広 く本圃において トンネル栽培 と して利用 された。 その後、 トンネルは大型

化 し、30年 代 中頃には連棟大 型ハウスへ移行 し、40年 代 中頃 にはよ り一層の大型化の も

とに単棟化が進行す る。 同時に、温風暖房機、 炭酸 ガス発生機等 も導 入され、 内部施設

が 充実す る。 このよ うな施設の展開 によ って、栽培 の前進化 ・長期 化は著 しく、 た とえ

ば北関東において長期越冬栽培 が出現 している。 この ことはさ らに、施設野菜作 の先進

地 である西南暖地 に対 して、品 目の転換 やよ り一 層の栽培 の前進化 を強要す るものであ

った。

一方、40年 代 後半以 降、保温 を 目的 と しない、簡 易な雨よけハウ スが普及 し、品質の

維持 ・向L、 作柄安定 に効 果を上 げて いる。 これは被覆施設の雨水を排除す る機能を効

果的に利用 した もの といえる。
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ところで、栽培 の前進 化は育苗過程にその端緒 が認 め られ る。戦 前に温床 育苗技術 は

形成 されて お り、戦後、 ビニー ル被覆化、踏み込み電熱併用温床を経て、40年 代 にはい

り、 ハウス育苗 ・鉢育苗が本格的 に普及す る。 これは 育苗管理の人為的 コン トロールの

深 化、省力 化と平準化を進め るとともに、栽培の前進化 に も密接 に関連 している。

以上、今 日の施設野菜作の展開 は、 ビニー ルハ ウス、温風暖房機、ハウス育苗、鉢 育

苗の体系的導入 によって、その技術的 基礎が与え られた。 しか し、温度 制御 に始まる栽

培の前進化 ・長期 化は、環境要素 間に矛盾を もた らし、そ こに施設園芸独 自の管理技術

を生 み出す。 それが、 ホルモ ン剤処理 、炭酸ガ ス施侑、接木、農薬の 予防的散布、等 に

現 れてい る。 技術の展開は このよ うな矛盾の醸成 ・融 和の過程で ある。

IH省 力技術の展開と規模拡大

上述の栽培の集約化とともに、規模拡大も著 しく、果菜類では1人 当たり管理施設而

積が1千 ㎡に達することもめずらしくない。 この規模拡大の技術的要因は、温度制御、

ハウスの大型化に伴う農業機械の導入や作業法の改善、・k壌管理、防除作業、等々に見

い出せる。なかでも加温機の導入による薦掛けの排除、パイプ灌水は特筆に値いする。

しか し、これらは部分的な作業の省力化であ り、管理作業と収穫調製作業の労働 ピー

クは依然 として大きく、作業体系としての変革はみ られない。 これが規模拡大の限界と

なっている。

規 棟拡大 は、果菜類 中心の作付の単純化 ・連作化を伴 う。 これは収益 上の問題 で もあ

るが、 施設規模 の限界 に も触れ なけれ ばな らな い。 すな わち、 これ までの規模拡 大は、

農 家余剰によ る細切 れの規 模拡大 であ って、 そこに輪作のは い りこむ余地はない。 む し

ろ、追加投資の圓収 とい うことか ら、高収益品 目の連 作が強 要され るのであ る。

さらに施設栽培の進展は、他の 地 目 ・部門 との関連 を排除 し、経営 としての 導:門化を

もた らした。 これを土地利用の面か らみ るな ら、最 も条件の良い内圃が優先的 に利用 さ

れ、農業的土地利用の スプ ロール化が進行 してい るのである。

IV施 設栽培 におけ る地力 再生産方式の展開

栽培の前進化 ・長期化、施設栽培の規模拡大の もとで、・ヒ壌 管理技 術は どのよ うに変

化 し、 今 日どのよ うな問題 を内.包してい るのか。本論文 では、 これ に対 して地力CL地

豊沃度)の 再生産、す なわ ち補償 ・増強 あるいは代 替の視点か ら解明す る。
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農 業生産 において、土地 は一般的 ・場所的労 働手段、装置的労働 手段、 さ らに労働対

象 として の三っ の側面 を もっ。 この場合、装置的労働 手段 とは、作 物体 と人間労 働を媒

介す る ヒ地の化学的 ・物理的 ・生物的機能の ことであ り、機能的である とともに容器的 ・

緩 衝能的性格を もっ。 これ らの諸機能の作物生 産能力 の総体 が、(狭 義の)地 力であ る。

これ に対応す るのが、作物体 に転化すべき作 物養分 であ り、 これを合体す る土地 は労働

対象と しての性格を もっ。 この作物養分の量 的表現 が肥力であ る。 そ して、農 業 生産に

とっては これ らの地力 と肥力 とが相互規定的作 用の うちに、 土地豊沃度(広 義の地力)

と して統 一 され なけれ ばな らな い。しか もこの土地豊沃度は再生産 されな けれ ばな らず、

そのための人 間労働の土地への働 きか けを土壌 管理技術 と呼ぶ。 ここでは土地は再 び労

働 対象的性格を もっ ことにな る。

戦後のL壌 管理技術の展開を、作型・施設 ・耕転手段 との対応関係 を加味 させ なが ら、

三期 に分 けて検討す る。

1)第1期:昭 和30年 代前半まで一 露地 ・早熟栽培

釜助鋲火→1毒方色月巴●全層方色月巴、追月巴

2)第II期:30年 代後半 ・40年 代前半(半)促 成 栽培 ・抑制栽 培

耕転機→ 浅耕 ・高畦

」1

全 層施 肥、追肥

3)第III期:40年 代後半以降一一 長期越冬栽培

トラクター ・トレンチ ャー

→ 深耕 ・高畦

II

溝 施肥 ・全層施 肥、追肥

第1期 か ら第H期 へ の移行 は、耕転機の普及 によ る浅耕 ・高畦基盤の上 に化学肥料 に

よる多肥化を実 現す る。 これ は肥効の 人為性を強化 し、栽培の長期化を実現す るが、肥

力と地力の矛盾 として塩 類集積害 を発生 させ る。

第III期に 至り、深耕 が唱導 され るが、下層土の物理的性質や地下水の 制御とい う新た

な問題を提起 し、総体 と して第H期 の 高畦基盤を踏襲 してい るとみて よい。 ただ この場

合 、粗大有機物 として従来の稲藁に加 えて、 チ ップやバ ークが利用 される。 これは多肥

化 ・連作 障害の 発生 に対 して、土地の物理 的 ・生物的機 能の強化 を 目的 とした ものであ
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り、ここに地 力機能の変化が読み とれ る。

以上 の土壌管理技術の流れか ら、地 下部(根 圏)を 限定 し、 その環境 制御能性 を高め

よ うとす る原理 が明 らかで ある。 このL地 節約の原理は、地力機 能を資本財によ って代

替 し、あ るいは増 強す ることを意味す る。 この原理的理解は、』高級 果菜類に採 川 され る

有底床、揚げ床において 可能 である。

ここで重要な ことは、 この原理が一上耕栽培 に も貫徹す ることで あり、それは第II期 の

土壌 管理、すなわ ち断熱層 ・耕盤 による根 圏の限定、 高畦、化学肥料の 多川、追肥の 重

点化 という点 に如実 に現れてい る。 ここでは、肥力と地 力の分離、肥力の化学肥料に よ

る代 替・補 充、地力増強のための稲作部門あるいは農外か らの有機物の投人が図 られ る,,

しか も、地 下部は限定 されているのであるか ら1ヒ 地の装 置的労 働 手段 と して 機能 の深

化が強 く要請 され るのであ る。

土地節約、豊沃度の人為的代 替の延長線Lで 、 ヒ壌 白体を 否定 した ものが、 養液栽培

であ る。 作物 と作物 養分は無 媒介的 に関連付 け られ、それゆえに培 養液の管理 はよ り直

接的に作物生 育に現れ る。 しか し現段階では、 ヒ地の もっ緩衝能 的 ・生物 的機能は .再現

しえず、かっ 対象作物 も限定 されてい る。….一方、肥効の コン トロー ルによる生 育制御 は、

ミツバ等で連続 的計画 生産 を可能 に し、雇用労働 力に依存 した企業経営 を成 立させて い

る。 ここでは、 土地 は一般 的 。場 所的手段 に単純化 し、経営規模は資本投下 量=施 設 規

模に現 象 し、スケールメ リッ トを めざ した経営展開 とな る。

V結 論

施設栽培における技術の展開は、栽培の前進化にむけた目的論rl勺なものにとどまるの

ではな く、矛盾の醸成 ・融和という側面を濃厚にもっ。 これは施設内環境の制御、さら

に肥力と地力の間にもみられた。また施設化の進展は、地上部環境 とともに、地 ド部(

根圏)の 環境について も、外部か らの資本財への依存を強化している。施設野菜の過剰

基調のなかで、これは経営的不安定性を拡大させるものである。

以上の技術展開の性格を踏えれば、施設野菜作の今後の展開は…・元的ではありえない。

重装備ハウスの場合、多様な作型の組合せ、さらに養液栽培による生産の計画性を組み

こみ、労働組織の革新と大規模生産(コ ス トダウン)を 考えなければならない。他方、

比較的軽装備な施設の栽培には、一L地利用型農業や畜産との結合による労働力の利川共

同や物質循環の確立が肝要である。
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審 査 結 果 の 要 旨

戦後わが国の施設野菜作は急速に伸長してきた。 これに対応し,農 業経済学分野の研究も進展

した。しかし,そ の研究は,流 通面からの接近が多 く,経 営 ・技術面に関する研究はケーススタ

ディでとどまる場合が多かった。ゐま り,体 系的に技術 と経営の展開を把握する研究はほとんど

なされてこなかったといってよい。こうした研究状況のなかで,本 論文は,施 設野菜作の技術展

開のメカニズム,論 理を経営的視点から体系的,総 合的に解明したものであ り,従 来なされてこ

なかった研究とし{高 く評価 し得るものである。

本論文は,施 設野菜栽培の前進化 ・長期化,そ れにともなう一方での集約的栽培管理技術の展

開,他 方での省力技術の展開を中軸に,戦 後の技術展開を整理する。そのなかで経営的枠組みが

いかに変容するかを究明し,経 営の単一化 と規模拡大にいかざるを得なかったことを明らかにす

る。

また,施 設野菜作の展開を,農 業の基盤である土地の生産的機能,い わゆる地力問題の視点か

らとらえ,狭 義の地力と肥力の矛盾の発生,そ の融和という形で展開してきたものとして整理す

る。そして,露 地 ・早熟栽培段階から促成栽培 ・抑制栽培段階へ,さ らに長期越冬栽培段階へと

展開すること,そ のなかで地力機能が外部から供給される資本財によって人為的に代替あるいは

増強 されるとい う方向をたどること,こ の論理的延長線上にあるのが養液栽培であ り,こ こで土

壌 自体が否定されることを明らかにする。これに対応 して,経 営規模は施設規模,つ まり資本投

下量に現象するようにな り,ス ケールメリヅトをめざした経営展開となる。そしてそれが,近 年

の施設野菜の過剰基調のなかで,経 営の不安定性を拡大させたことを指摘する。

こうし{技 術 と経営の展開を明らかにした上で,こ れ ・々らは多角的な施設野菜作展開の方向を

めざし,労 働組織の革新とコス ト低下を図っていく必要があるとして最後を しめ くくる。

以上のような施設野菜に関する本論文の研究は,ま さに新知見を提示 したものであり,農 学博

士の学位を授与するに値するものと判定 した。
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